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子会社であるクラレクラフレックス株式会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年５月１日（予定）を効力発生日として、当社の完全子会

社であるクラレクラフレックス株式会社を下記のとおり吸収合併することを決議いたしましたので、お知

らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略してお

ります。 

 

 

１．合併の目的 

当社は 1972年より乾式不織布、1989年よりメルトブローン（以下 MB）不織布の製造・販売をしてきま

した。しかし、近年はアジアにおける他社の設備増設に伴う供給過剰と国内需要減少により事業環境は厳

しさを増しております。今後の事業方針について検討した結果、生産能力縮小による再構築が不可欠であ

ると判断し、MB不織布事業に経営資源を集中することで不織布事業の再構築を進めていますが、これを迅

速かつ効率的に推進することを目的とし、当社がクラレクラフレックス株式会社を吸収合併することとし

ました。 

 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2025年１月 22日 

契 約 締 結 日 2025年１月 22日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2025年５月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第７９６条第２項の規定による簡易合併であり、クラレク

ラフレックス株式会社においては会社法第７８４条第１項に規定する略式合併であるため、

それぞれ合併契約書承認に関する株主総会を開催いたしません。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、クラレクラフレックス株式会社は解散します。 

（３）合併に係る割当ての内容 

当該事項はありません。 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 



 

 
 

３．合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社クラレ クラレクラフレックス株式会社 

（２） 
所 在 地 岡山県倉敷市酒津 1621番地 

岡山県岡山市南区海岸通二丁目４番

９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川原 仁 代表取締役社長 松尾 信次 

（４） 
事 業 内 容 

化成品・樹脂、化学繊維他の製造

販売 

不織布および不織布製品の製造・加

工および販売 

（５） 資 本 金 88,955百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1926年 6月 24日 2000年１月 4日 

（７） 発 行 済 株 式 数 324,863,603株 800株 

（８） 決 算 期 12月 31日 12月 31日 

（９） 

大株主及び持株比率 

（2023 年 12 月 31 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）    19.19％ 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）          8.87％ 

全国共済農業協同組合連合 3.25％ 

日本生命保険相互会社   3.12％ 

クラレ従業員持株会    1.84％ 

株式会社クラレ       100％ 

（10） 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 
㈱クラレ（連結） クラレクラフレックス㈱（単体） 

2023年 12月期 2023年 12月期 

 純 資 産 736,156百万円 3,919百万円 

 総 資 産 1,254,485百万円 4,847百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 2,133.75円 4,898,750円 

 売 上 高 780,938百万円 7,061百万円 

 営 業 利 益 75,475百万円 △705百万円 

 経 常 利 益 69,025百万円 △706百万円 

 当 期 純 利 益 42,446百万円 △577百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 126.80円 △720,875円 

 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更はありま

せん。 

 

 

５．今後の見通し 

本合併は、完全子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微です。 

 

 

以 上 


